










































































Loken et al., 2008; 高橋, 2011）、近年では、消費者行為論以外のマーケティング研究や組織論の文
























る（pull down）」（Weber and Dacin, 2011）ことのできる公共的な道具箱としてカテゴリを捉えると
いう視点を提供する。この視点において、カテゴリは、企業が新しいアイデンティティや、行
為の可能性、新しいメンバーシップカテゴリといった新たなものを生み出すための資源や「生
































































































































































5 月に、当時のブラウン管テレビの売れ筋サイズであった14型カラーの TFT パネルが試作さ
れた。1990年代後半時点では、需要の約65％（1996年度）がノート PC 向けディスプレイとなる




　シャープは、1999年 3 月に世界初20型の TFT 液晶テレビ＜LC-20V1/20V2＞を市場に投入
した。並行して、1999年、シャープ経営陣は、TFT 液晶事業の軸足を、ノート PC 用モニター
をはじめとする OA 用途から一般家庭向けテレビに完全に移すことを決断した。その一環と
して同年、台湾最大のノート PC 生産販売会社「クオンタ社」と TFT 液晶事業を含む総合的
事業提携を行い、テレビと比べて応答速度や高精細の要求レベルが低いノート PC 用 TFT-
LCD についてクオンタ社に技術提供を行うと共に生産を移管することとした。一方で、2000
年 8 月には三重県の多気工場の敷地内に540億円をかけて TFT-LCD の第二工場を本格稼働さ
せ、ガラス基板の大型化と増産に努めた（6）。
　そして、2001年 1 月、従来機器に比べ、希望小売価格を 1 ～ 4 割引き下げた液晶テレビ
「AQUOS」を投入した。ラインナップは、20型、15型、13型の 3 タイプであったが、いずれ
も「 1 インチあたり 1 万円」という価格目標を達成した。AQUOS シリーズは2001年の夏商戦
では、液晶テレビの売れ筋上位を独占し、10型以上の家庭用テレビでは売上シェアが 9 割に達
するなど非常に好調な売れ行きを示した。
　図 2 は日経 3 誌（日本経済新聞（朝刊・夕刊）・日経産業新聞・日経流通新聞）において、液晶テレ
ビ・ブラウン管テレビに言及した記事件数を集計しその推移を示したものである。対象期間は













































































































































































































（ 7 ）　各年の日経 3 誌の記事より
（ 8 ）　1998年～1999年は、テレビの新しいカテゴリとして「平面テレビ」という用語が頻繁に用いられた
時期であった（記事件数1997年後半： 0 件、1998年前半： 5 件、1998年後半：30件、1999年前半：21件、
1999年後半：34件、2000年前半：19件、2000年後半： 9 件、2001年前半 8 件、2001年後半：13件、2002
年前半 7 件、2002年後半 5 件）。しかし、2001年以降は「薄型テレビ」という用語に取って代わられる
ことになる。
（ 9 ）　日本経済新聞2003年 1 月 8 日朝刊
（10）　家電流通データ総覧2006
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